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議案第82号 

 

   令和２年度北上市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 （総則） 

第１条 令和２年度北上市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和２年度北上市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第１

項第４号主要な建設改良事業のうち、管渠建設費「271,932千円」を「291,382千

円」に改め、同条第２項第４号主要な建設改良事業のうち、管渠建設費「172,200

千円」を「212,728千円」にそれぞれ改める。 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「1,089,826千円」を「1,089,895千円」に改め、資

本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科  目）        （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

収        入 

 第１款 公共下水道資本的収入   1,237,043千円  19,400千円 1,256,443千円 

  第１項 企業債          285,100千円  19,400千円  304,500千円 

 第２款 特定公共下水道資本的収入  566,286千円  40,509千円   606,795千円 

  第１項 企業債          377,000千円  27,000千円  404,000千円 

  第３項 国庫支出金        189,239千円  13,509千円  202,748千円 

支        出 

 第１款 公共下水道資本的支出   1,822,882千円  19,450千円 1,842,332千円 

  第１項 建設改良費        311,851千円  19,450千円  331,301千円 

 第２款 特定公共下水道資本的支出  648,765千円  40,528千円   689,293千円 

  第１項 建設改良費        568,480千円  40,528千円  609,008千円 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加は、次のとおりとする。 

事項 期間 限度額 

処理施設維持管理業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
45,274千円 

水質分析測定業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
9,717千円 

管渠施設支障時復旧業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
4,033千円 
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軽自動車の賃貸借 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
357千円 

クラウドシステム導入業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
3,297千円 

液化石油ガスの購入 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
98千円 

電気工作物保安管理業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
904千円 

一般廃棄物運搬業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
99千円 

消防設備点検業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
20千円 

薬品の購入 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
5,631千円 

汚泥汲取り運搬業務委託 
自 令和２年度 

至 令和３年度 
29,203千円 

（企業債） 

第５条 予算第７条の表中に定めた限度額を次のとおり補正する。 

   （起債の目的）       （既決予定額）（補正予定額）  （計） 

   公共下水道事業債        171,200千円  19,400千円   190,600千円 

   特定公共下水道事業債      377,000千円  27,000千円   404,000千円 

 

  令和２年12月３日提出 

北上市長 髙 橋 敏 彦       

 



（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
資 本 的 収 入

1,237,043 19,400 1,256,443

1 企 業 債 285,100 19,400 304,500

1

建 設 改 良 費 等
の 財 源 に
充 て る た め の
企 業 債

285,100 19,400 304,500

2
特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 収 入

566,286 40,509 606,795

1 企 業 債 377,000 27,000 404,000

1

建 設 改 良 費 等
の 財 源 に
充 て る た め の
企 業 債

377,000 27,000 404,000

3 国 庫 支 出 金 189,239 13,509 202,748

1 国 庫 補 助 金 189,239 13,509 202,748

（単位：千円）

1
公 共 下 水 道
資 本 的 支 出

1,822,882 19,450 1,842,332

1 建 設 改 良 費 311,851 19,450 331,301

1 管 渠 建 設 費 271,932 19,450 291,382

2
特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 支 出

648,765 40,528 689,293

1 建 設 改 良 費 568,480 40,528 609,008

1 管 渠 建 設 費 172,200 40,528 212,728

計

収　　　入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備考

資本的収入及び支出

令和２年度下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

備考

支　　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 9,029

減価償却費 1,514,600

固定資産除却費 12,000

引当金の増減額（△は減少） △ 29

長期前受金戻入額 △ 457,146

受取利息及び受取配当金 △ 2

支払利息 388,743

未収金の増減額（△は増加） △ 110,509

未払金の増減額（△は減少） △ 14,675

前払金の増減額（△は増加） 218,359

　　　　　　小　　計 1,560,370

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △ 388,743

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,171,629

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 879,164

無形固定資産の取得による支出 △ 36,290

国庫補助金等による収入 393,604

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 2

補助金等の返還による支出 △ 100

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 521,948

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 763,500

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,022,095

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 50,000

他会計からの出資による収入 925,505

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 383,090

資金増加額（又は減少額） 266,591

資金期首残高 593,866

資金期末残高 860,457

令和２年度下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
令和２年４月１日から 令和３年３月31日まで
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(単位：千円)

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 その他

処理施設維持管理業務委託 45,274 3 45,274 45,274

水質分析測定業務委託 9,717 3 9,717 9,717

管渠施設支障時復旧業務委託 4,033 3 4,033 4,033

軽自動車の賃貸借 357 3 357 357

クラウドシステム導入業務委託 3,297 3 3,297 3,297

液化石油ガスの購入 98 3 98 98

電気工作物保安管理業務委託 904 3 904 904

一般廃棄物運搬業務委託 99 3 99 99

消防設備点検業務委託 20 3 20 20

薬品の購入 5,631 3 5,631 5,631

汚泥汲取り運搬業務委託 29,203 3 29,203 29,203

合　　　　計 98,633 98,633 98,633

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額
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資　　産　　の　　部

１

（１）

イ 300,541

ロ 4,133

ハ 473,555

△96,158 377,397

ニ 49,766,700

△10,612,527 39,154,173

ホ 1,968,333

△1,192,910 775,423

ヘ 1,978

△1,851 127

ト 384,158

チ 17,763

△9,340 8,423

41,004,375

（２）

イ 1,545,483

1,545,483

42,549,858

２

（１） 860,457

（２） 259,208

△1,678 257,530

（３） 200

1,118,187

43,668,045

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流　動　資　産

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

そ の 他 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

令和２年度北上市下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 31 日 ）

（単位：千円）

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
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負　　債　　の　　部

３

（１） 19,907,450

（２） 50,000

19,957,450

４

（１） 2,079,307

（２） 50,000

（３） 56,253

（４） 7,202

（５） 1,054

2,193,816

５

16,651,257

△3,422,718

13,228,539

35,379,805

資　　本　　の　　部

６

（１） 7,679,761

7,679,761

７

（１）

イ 107,146

ロ 4,119

111,265

（２）

イ 497,214

497,214

608,479

8,288,240

43,668,045負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰　余　金

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

国 県 補 助 金

資　本　金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流　動　負　債

固　定　負　債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計
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注記 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

       建物         18～50年 

       構築物        10～50年 

       機械及び装置     10～50年 

       工具、器具及び備品  ５～35年 

       その他有形固定資産  10～50年 

   (2) 無形固定資産 

     ・減価償却の方法     定額法による。 

     ・主な耐用年数 

       施設利用権      35年 

  ２ 引当金の計上方法 

   (1) 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じ

て、当該組合に負担金を拠出しているが、下水道事業会計が一般会計に対し

て負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置すること

としているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠

出時に費用処理を行っている。 

   (2) 賞与引当金 

     職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計

上している。 

   (3) 法定福利費引当金 

     職員の期末及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月まで

の４か月分）を計上している。 

   (4) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込

額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表関連 

  １ 引当金の取崩し 

   (1) 賞与引当金の取崩し 

     当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当

金5,287,287円を取り崩した。 

   (2) 法定福利費引当金の取崩し 

     当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支給す

るため、法定福利費引当金1,001,478円を取り崩した。 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

    北上市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定公共下水道事業及び農業集

落排水事業を運営しており、その３つを報告セグメントとしている。 

    なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 岩手県北上川上流流域下水道に接続する公共下水道事業 

特定公共下水道事業 
主として工場又は事業場から排出される下水で、市が設

置する終末処理場に接続する公共下水道事業 

農業集落排水事業 

農業集落から排出される下水で、一地区ごとに処理場を

建設し、地域住民でつくる管理組合とともに維持管理す

る事業 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

    当年度（自 令和２年４月１日 至 令和３年３月31日） 

（単位：千円） 

 
公 共 

下 水 道 事 業 

特 定 公 共 

下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 
合   計 

営業収益 1,249,496 137,123 161,826 1,548,445 

営業費用 1,711,318 218,693 635,823 2,565,834 

営業損益 △461,822 △81,570 △473,997 △1,017,389 

経常損益 1,929 10,775 1,326 14,030 

セグメント資産 28,291,350 2,862,288 12,514,407 43,668,045 

セグメント負債 23,207,008 2,142,081 10,030,716 35,379,805 

 

 



（単位：千円）

金額

1 1,237,043 19,400 1,256,443

1 企 業 債 285,100 19,400 304,500

1

建設改良費等
の 財 源 に
充てるための
企 業 債

285,100 19,400 304,500 1
管路施設整備
事 業 債

19,400

2 566,286 40,509 606,795

1 企 業 債 377,000 27,000 404,000

1

建設改良費等
の 財 源 に
充てるための
企 業 債

377,000 27,000 404,000 1
管路施設整備
事 業 債

27,000

3 国庫支出金 189,239 13,509 202,748

1 国 庫 補 助金 189,239 13,509 202,748 1 国 庫 補 助 金 13,509

（単位：千円）

金額

1 1,822,882 19,450 1,842,332

1 建設改良費 311,851 19,450 331,301

1 管 渠 建 設費 271,932 19,450 291,382

28 工 事 請 負 費 19,450

2 648,765 40,528 689,293

1 建設改良費 568,480 40,528 609,008

1 管 渠 建 設費 172,200 40,528 212,728

28 工 事 請 負 費 40,528

特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 収 入

特 定 公 共
下 水 道
資 本 的 支 出

公 共 下 水 道
資 本 的 収 入

 収　　　入

款・項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説明
区分

予 算 事 項 別 明 細 書（ 補 正 第 ２ 号 ）

補正予定額
節

資本的収入及び支出

 支　　　出

説明
区分

公 共 下 水 道
資 本 的 支 出

計款・項 目 既決予定額

10


